
= 自己資本構成率×自己資本回転率

営業収入 固定資産 営業収入
総資本回転率=一一一一一=一一一→一×一一一一一

総資本 総、氏肱 国定資産

=回定資産品育成率X固定資産回転率

一営業収入 流動資産 営業収入
総資本回転率一一一一一一=一一一一一 ×一一一一一

路、氏本 総災肱 流動資産

=流動資産緋成率×流動資産回転率

自己資本槍成率は総資本に対する 自己資本の割合を示し ， 固

定資産構成率は総資産に対する固定資産の割合を示し ， 流動資

産情成率は総資産に対する流動資産の制合を示すもので，いず

れも企業の所有する資産や資本の構成を明瞭に示す重要な係数

である。また自己資本回転率は自己資本が一定期間にどれどけ

の収入をあげたかを示し， 固定資産回転率は， 固定資産が一定

期間に収入をあげるのにどれだけ利用されたかを示し， 流動資

産回転率は流動資産が一定期j聞に収入をあげるのにどれだけ利

用されたかを示し，いずれも資本や資産の利用l支を示す重要な

係数である。

(1) 固定資産構成率より細分される主要な係数はつぎのとお

りである。

ア 固定長期適合率長期資本すなわち自己資本と固定負債

の合計で固定資産を除したもので， 長期資本の固定の制合を示

す係数である。

イ 長期資本椛成率総資本で長ltJJ資本を除したもので， 総

資本に対する長期資本の割合を示す係数である。

(2) 固定資産回転率より細分される主要な係数はつぎのとお

りである。

ア 固定資産維持率 固定資産で減価償却!J'1. と修繕訟の合計

を除したもので， 悶定資産の維持割合を示す係数である。

イ 固定資産維持効率営業収入で滅価償却政と修繕裂の合

計を除したもので，営業収入に対し固定資産の維持割合を示す

係数である。

ウ 滅lí凹償却率 償却資産で減価償却裂を除したもので， 償

却資産に対する滅lílfi償却費の山l合を示す係数である。

エ 滅価償却効率営業収入で減価償却費を除したもので，

営業収入に対する減価償却費の割合を示す係数である。

オ 修繕!J'1.対国定資産比率固定資産で修繕政を除したもの

で，固定資産に対する修繕政の割合を示す係数である。

(3) 流動資産七時成率より紺|分される主要係数はつぎのとおり

である。

ア 流動比率流動負債で流動資産を除したもので，流動負

債に対する流動資産の割合を示し， 企業の支払能力の多少を示

す比率である。一般に 200 % 以上がよいとされている。

イ 駿性試験比率流動負僚で当座資産を除したもので，流

動負債に対する当座資産の割合を示し，現金もしくはそれに準

ずる支払手段による企業の支払能力の多少を示す係数である。

当座比率ともいわれ，一般に 100% 以上がよいとされている。

ウ 当鹿資産構成率流動資産で当座資産を除したもので，

流動資産に対する当座資産の割合を示す係数である。

(4) 流動資産回転率より細分される主要な係数はつぎの とお

りである。

ア 換算客~事 1 キロ当り貯蔵品在高または貯絞品払出高

換算客貨車キロで貯蔵品在高または貯蔵品払出i認を除したもの

で， 国鉄における代表的な生産高の単位である換算客貨車キロ

1 キロ当りの， I守政品在高または貯I成品払出高を示す係数であ

る。

イ 貯蔵品回転率 貯蔵品在高で貯蔵品払出高を除したもの

けいえいとう

で，一定在高のj出成品が， 一定期間に生産に利用された回数を

示す係数である。

国鉄経営統計に関する 29 年度版以降の基本的な考え方は，

しわが国産業におけるあい路としての国鉄輸送1 および Lilli質改

訂の問題1 を反映して， L突現した輸送量1を出発点とし，作業

i孟， 施設盆，資材消担11畳等をそれに吹された用役としてその適

否を検討し，収入は輸送の収益性および原価との比較， との観

点から分析するにあった。

こうした考え方から新たにし経営比較1 の項を設け，内外の

鉄道企業およびその背款をなす一般経済社会活動に関する資料

等その収録範闘をひろげると ともに国鉄の資料についてもでき

るかぎり外部との比較を可能とすべくつとめた。

つぎに 30 年度版にも とづきその内容を概説する。

財務編においては，財務諸表を中心に， 固定資産価絡の問題，

設備投資の内容およびその資金に!刻してその内部構成， 経年変

化の状態を示した。

経営比較編においては，図内各極企業との財務分析比較を第

l にとりあげた， 28 年度版において体系的に解説されている

財務比率の主要項目は形を変えてこ こに掲載されている。なお

その誌礎数は，財務編に掲載した。

つρで，園内主主E私鉄および外国鉄道について，その施設 ・

車両に関する iii:的 ・ 質的観察および紛送分析を扱い，さらに鉄

道輸送に根本的影響を与える産業活動， 巡貨と物価 ・ 生計費と

の関係を示す指数を示 した。運転事故に!関する資料はここに含

めにも

都市交通|問題に関連して， 東京付近の国鉄 ・ 私鉄運輸成絞比

較を別項に扱ったほか， 近年その発展にl刻して注目すべきアジ

ア各国に関する資料を掲載した。

財務分析においては，他企業との比較を可能とするため， 各

項目についてその内容 ・ 算式を弘~j盤したのでその詳細11を 31 年

度版につき説明する。なお等号の右辺は国鉄勘定科目によった。

一本年度純利益
~収益率一

平均一残高

A対B比率= A/B ， 一比率=-/資本合計

売上原1随
一回転率=

平均~残高

前年度末一+本年度末一
平均~残高- 2 一一一一一一

本年度純利益+利子十債券発行差額
企業収益率=

平均総資本残高

帯 ト阿!面
売上原価率=一一一一一一

純売上高

一利子+債券発行設傾
利子負担率一

平均負債残高

固定資産諸税+諸事税
租税負担率=

本年度純利益+固定資産諸税+諸11i税

国鉄における固定資産諸税，諸11ï税はつぎの項に属している。

(款) (項)

鉄道経!J'1. 管理!J'1. ， 交流fl1化研究政

船舶経費 船舶管理!J'1.

自動車経費 自動車管理政

付加価値生産鰍=本年度純利益+損益勘定人件費+減価償却

~H除去11 IlHl制民料

国鉄における伯 tfl料はつぎの項に属している。

(款) (項)

鉄道経費 車問管理主主， 政府会計へ繰入れを除く各項，

自動車経政 自動車管理主主，営業所管理政

一- 431 一一




